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日本下水文化研究会では平成25年度（第17回）総会を5月25日（土）、日本水道会館にて開催いたします。

昨年度は、8月3日に4年ぶりとなる評議員会を開催し、認定NPOの認証取得へ向け会計業務の見直しが急務なことが指摘されました。また、「下水文化振興基金」を発展的に分割し、「久保赳・バルトン基金」（バルトン記念基金を拡充）、「海外事業基金（仮称）」（創設）として有効活用するという提案をいただき、その後の運営委員会で決議されました。「久保赳・バルトン基金」の原資となるのは、稲場紀久雄評議員が編集された「遺稿　久保赳自伝」の印税収入ならびに、同基金を運用することによって行う事業である「久保赳賞」の創設への協賛金です。これらと下水文化振興基金からの一部を併せて150万円でスタートしようとしています。久保赳賞創設には多くの会員からも協賛をいただきました。御礼申し上げたいと思います。下水文化振興基金は、30万円程度を留保し、約50万円を海外事業基金（仮称）に充てることにしています。（ふくりゅう72号参照）
平成24年度には、稲場評議員が提案された、「流域総合水循環制度研究委員会」、「水と環境の出前学校と下水文化の啓発活動の制度研究委員会」の２つの委員会が設置されました。前者では、委員会メンバーが、専門とする分野で政策提言を行っています。これまで、水道法の見直しの提言、「水循環基本計画」の施策体系、保水型都市の構築と雨天時水質汚染制御を意図した「都市水循環再生論」の提案、諸外国の水管理制度の紹介などがなされました。後者の委員会では、日本下水文化研究会が提供できる講座カリキュラムをとりまとめたパンフレットを作成しました。そのなかには、財政、アセットマネジメント、江戸の下水、流域上下流交流、下水道博物館ノウハウ、我が国の水問題の経験・歴史の再確認など、多岐にわたりユニークなものが集まっています。その後、このパンフレットをもとに、関係団体を対象としたニーズ調査を行いましたが、残念ながら反応は見られませんでした。また、全国下水道博物館の実態調査も行っています。平成24年度では、後者の委員会活動に対し、研究助成金を支給しました。なお、総会第3部では、これら委員会も活動成果を報告いただく予定です。
海外技術協力分科会では、地球環境基金の助成により新たに都市スラムの衛生改善プロジェクトをスタートさせました。JICA（国際協力機構）草の根無償協力事業パートナー型のプロジェクトでは、コミュニティベースの組織が主体となり、エコサン・トイレの普及、乾燥便の流通に取り組んでいます。屎尿・下水分科会では、定期的な例会の開催を継続するとともに、小平市ふれあい下水道館での講話会を企画しました。例会での講話内容を関係雑誌へ寄稿するとともに、成果を冊子にまとめる活動も進めました。関西支部は、見学会等恒例の行事を開催し、水に関連するNGO とのネットワークをベースとしたイベント活動を展開しています。

資金的な余裕は十分とはいえないなかで、支出を抑えつつ、上記のような活動展開ができましたのも、会員各位のご協力があってのことと存じます。深く感謝申し上げる次第です。

５月初旬には総会議案書をお送りする予定です。総会は、分科会、支部を含めて一年間の活動成果を会員の皆様へお伝えするとともに、本会諸活動についてご理解を深めていただき、忌憚のないご意見を交換する場です。ふるってご参加のほど、お願い申し上げます。

記

日時 平成25年5月25日（土）
　　（時間は午後1時からを予定しています）
場所　日本水道会館

プログラム（予定）

第1部 分科会･支部活動報告
第2部 総会
第3部 平成24年度設置された委員会活動報告

目次へ
第56回定例研究会　報告

『BOPビジネスの飲料水分野への適用可能性』

2月11日、小平市ふれあい下水道館にて、山村尊房氏から、BOP（Base of Pyramid）ビジネスの水供給分野への適用について講演いただいた。本会ならびに広く海外技術協力について考える機会となった。

このテーマをお願いしたのには次のようなわけがあった。すなわち、これまでの技術援助プロジェクトは、いわばモデル事業であって、開発途上国の政府や自治体の能力が限られ、モデル事業を参考に自ら恒常的な事業を立ち上げない限り、援助によるモデル事業が、多少、手法やターゲットを変えながらいつまでも続くのではないかという危惧を感じていたからである。衛生改善のために限られた援助予算でいくつトイレを作っても普及できる数は予算に制約されるし、あるコミュニティで開発援助の成功事例がみられたとして、その成果に関する情報発信にいくら努めたとしても、地域レベル、国レベルにまで伝搬していくには、おそろしいほどの時間がかかるだろう。結局、マクロな効果として幼児死亡率の減少やMDG（国連ミレニアム開発目標）の達成は望めないだろう。

おそらくこのような危惧から、民間企業が利益を上げながら、社会的課題を解決することを目的としたビジネスモデル、つまりピラミッドの底部をなす貧困層をターゲットにした“BOPビジネス”が注目を集めており、ちょっとした流行の感がある。当初は、貧困層をビジネスの対象としてみていこう、そのために、シャンプーなどを小分けにして販売するような話が注目されたが、結局割高だし、ごみは散乱する。貧困層は消費者とみなされるだけで、はたして生活向上につながるのかと思っていた。

しかし、援助資金や助成金、寄付を頼りにする開発援助だけで社会開発課題は解決してこなかったという事実もある。技術援助による活動には、次のような問題が指摘される。我々は、たまたま選んだバングラデシュのプロジェクトサイトでエコサン・トイレの普及を図ってきたが、プロジェクトサイト以外の人でも、エコサン・トイレを選択する人には提供できるようにしなければ公平とは言えない。援助活動を通じて常に感じることは「援助慣れ」「依存心」であり、受益を受ける人たちから、国の指導層まで染み渡ってしまった感がある。もらったものを大事にしない、すなわち、オーナーシップに欠けるため、些細な問題すら解決しようとせず、提供されたものが残骸となっていく。私自身は、これらの問題の原因をターゲットとされた人たちだけに帰すべきではないと考えているが、参加型開発を指向し、意識向上プログラムを工夫しても容易でないことは事実である。

ビジネスが関与することのメリットとして、利用者が自分の意思で購入を決めるということが大きい気がする。厳しい家計のもとでいくつもの選択肢の中から購入意思を固めるにあたっては、自らが必要性を自覚しなければならないだろう。こうして、購入されたものは大切に扱われるはずであり、それは、コミュニティ共有施設にもあてはまるだろう。

しかし、BOPビジネスはまだまだ認知されていないようだ。当日、期待したほどの参加者が集まらなかったのは、いつもながら、主催する我々の広報が不十分だったということもあるが、ビジネスということに拒否反応・抵抗もあったのだろうと思う。ビジネスと途上国開発なかなか結び付かないというより、これまでビジネスそのものが貧困をもたらしてきたという認識が抜けないのではないだろうか。私もビジネスに対して以下のような懸念を持つが、世の中には、社会開発に寄与するようなビジネス主体が存在することは確かなのだろう。

1 貧困を生み出した大きな原因は多国籍企業などのビジネスである。公平な取引が行われたら援助などいらないという議論がある。

2 株主最優先の欧米企業が、貧困解消など長期的な視点を持ち得るとは思えない。

3 日本にも生活保護費などをターゲットにする貧困ビジネスが存在する。

4 我々も不要なものをたくさん買わされてきた。

当日、スリランカの水道プロジェクトについて、お話を伺ったが課題も少なくないとおっしゃられている。日本の水道システムに近いものを移転されようとしているところがあり、地域によっては、政府の援助がなければ、経営が立ち行かないことも予想されるということで、講演直後に課題解決に向けて、現地に行かれるという話であった。

最近はInclusiveビジネスと称して、地域コミュニティを含めたステークホルダー（利害関係者）が参加するビジネス形態が指向されているという話もあった。資金源を除けば、我々が目指そうとしている「参加型開発」と近そうだ。貧困層が単に援助の受け手、あるいは商品やサービスの消費者だったら、開発援助でもBOPビジネスでも衛生改善など社会開発課題の解決には至らないということなのだろう。コミュニティを巻き込むとなると、ビジネスモデルなどはまだなく、個々の事例で創り出していくしかない。つまり、貧困解消など社会問題の解決を目指すBOPビジネスは、非効率で、短期的に採算が取れることは不可能ということだ。ここでは、草の根で活躍しているNGOの役割も重要なはずだ。また、ソーシャルビジネスでいわれているように社会に役に立ったという心の満足が配当といったように、我々が思っているビジネス概念を大きくシフトしない限りうまく行かないのではないか。それゆえに、よほどの信念を持った企業でなければ参加できないのではないかということを強く感じた。
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私たちも、この研究会をきっかけとし、これからBOPビジネスに学び、援助機関のスキームなどにとらわれることなく、エコサン・ビジネスの可能性を考えていきたいと思う。

文責：酒井彰

　目次へ
海外プロジェクト報告
今年度から、クルナ市で始めたスラムの衛生改善プロジェクトについて、プロジェクトマネージャーを務めているアジャッドさんから報告してもらいます。何をしてきたかは、「海外短信」などでお伝えしてきましたので、今回は、コミュニティの人たちにどのように近づいて行ったのかに焦点を当てて報告してもらいました。
日々の活動を通して人々の心を開く
Qazi Azaduzzaman (JADE Bangladesh)
　バイオガス反応槽、パキスタン人の難民キャンプとして成立したスラム、そして彼らの言葉、習慣、ほとんどのことが私にとって初めての経験だった。スラム地区で仕事をすることも、エコサン・トイレ以外の衛生設備を導入することも初めてである。非常に挑戦的なプロジェクトで、その挑戦はまだ続いている。プロジェクトを進めるうえで、コミュニティモービライザーのSaifur Rahman（通称、サイフ）の存在は大きい。なぜなら、彼らの言葉でコミュニケートできるからである。

　このスラムには言語の違う２つのグループが存在し、お互いの信頼関係は低く、活動を支える住民グループを見つけることは難しかった。誰からも尊敬されているような人物はいなかった。私たちがスラムに入ったとき、彼らからずっと遠くにいたような気がした。これまで、たくさんのNGOが支援すると言ってやってきて、話し合いをし、そして出ていったという経験をしている。だから、まず初めに彼ら
[image: image3]を理解しようとしたが簡単なことではなかった。スラムの人たちは、私たちを信頼できなかったのだ。そこで、彼らの心をつかみ、清潔な生活環境を求める気持ちをもってもらうことから始めようとした。
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　私たちは、７月中ごろから学校の子供たちへのアプローチを始めた。ノート、色鉛筆、画用紙を提供し、絵画コンクールを行った。子供たちに非衛生に起因する問題を教え、絵を描いてもらった。心が通いい合うようになっていった。

　それから、スラムの若者にアプローチした。JADEのTシャツを提供し、清掃の日に率先して参加してもらった。クルナ市のこの地区の区長やローカルリーダーにも参加してもらって、木を植えたりもした。ローカル紙にこうした活動の写真が掲載された。
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　私たちは、彼らとの約束を守り、彼らの小さな要求にも応えようとしている。９月には、排水路やそのカバーを直した。そうこうするうち、結婚式などにも招かれるようになっていったし、彼らのお祭り、宗教儀式や葬儀にも参加し、彼らの喜びや悲しみにも向き合うようにしている。こうして、彼らの心が開かれ、より近づけるようになったと感じている。

　今、私たちはスラムの人たちと良い友達になることができ、信頼されるようになってきた。私たちが予定通りにプロジェクトを進めることができているのは、毎日の仕事の積み重ねの結果であるとともに、それによって築くことができたスラムの人々との信頼関係のたまものである。些細なことであっても、日々の仕事の大切さを感じている。

目次へ
 【注目の本のご紹介】
「日本人、台湾を拓く。－許文龍氏と胸像の物語―」

(まどか出版、2013年1月23日発行、定価2500円＋税)

　許文龍氏は、「台湾の松下幸之助」と評される高名な実業家である。許氏は、台湾の近代化に貢献した日本人の功績を高く評価し、台日双方の人々にその足跡を知って欲しいと願って来られた。彫刻の才能に恵まれた許氏は、この願いを込めて台湾の近代化のために働いた日本人の胸像を自ら製作し、あるいは製作を援助する活動を進めた。この本は、許氏が台湾人の立場から選んだ10名の日本人の胸像の製作意図を述べ、各々の略伝を収録した作品である。

　台湾は、かつては悪疫島と称され、マラリアやコレラで生命を失うことがしばしばであった。台湾の近代化は、ひとえに悪疫の克服にあった。後藤新平は、この願いを込めてバルトンと浜野弥四郎を派遣した。彼らの努力で台湾の汚名は返上された。浜野は、台南の山上浄水場を完成させた後、台湾を去った。

許氏が生まれた台南は、水資源確保に苦労した都市で、山上浄水場は台南の発展を約束した。山上浄水場の恩恵を受けて育った許氏が、浜野の胸像製作を決心したのは本会評議員稲場氏の著作「都市の医師―浜野弥四郎の軌跡―」(水道産業新聞社、1993年)によってであった。同書に収められた浜野の略伝は大変興味深い。山上浄水場は、現在は台湾の国定史跡に指定され、また日本の土木学会の近代土木遺産にも認定されている。一冊の本が与えた影響の大きさをつくづく感じる。
　　　　　　　　　目次へ
屎尿・下水研究会　例会のご案内

演題　　「川柳と俳句にみるトイレ・屎尿」

講師　　平田純一氏（本会会員）・地田修一氏（本会会員）

日時　　平成25年3月26日（火）　１８：００～

場所　　日本下水文化研究会事務所

東京都新宿区富久町６－５　ＮＪＳ富久ビル別館３階

☎　０３－５３６３－１１２９

内容　　
わずか１７文字の中に、作者の感動（社会批評や詩心）を盛り込む川柳や俳句に詠まれた、トイレ・屎尿に関する表現の意味するところを、二人の講師に解説してもらう。
水環境案内人の覚書 ４
学校教育と下水道

本会会員　地田修一
　だいぶ古い記事【「月刊下水道」（1984年9月号）】であるが、多くの見学者を迎える立場から、こんなことを学んでいってほしいということを学校教育との兼ね合いで執筆したことがある。その中のいくつかのフレーズを以下に披露する。

1.下水道の使用条件

　下水道は、都市で生活している者にとって必要不可欠な施設であるが、すでに下水道の恩恵を受けている者にはあまりにも日常的であるが故に、ともすればそのありがたさが日々うすらいでいくものであり、まだその恩恵にあずかっていない者には三種の神器の如く待ち遠しいものである。しかし、クーラーやビデオレコーダーとは異なり、下水道は単にそれぞれの家庭に設備すれば、ただちにその利便性を発揮するものではない。極めてシステマティックな施設であり、それ故に公共的な施設として位置づけられている。この点、下水道の未普及地域で使用されている浄化槽とは性格をかなり異にしている。下水道施設には自ずから使用条件があり、能力の限界もあるので、下水道の機能を十分に知ったうえで下水道を使用していかなければならないし、また逆に下水道事業に携わっている者は、これらのことを使用者にPRする責務がある。

２．総合的な目を養う教材

　物事を観察したり調査したりするとき、ともすると短絡的に答えを一元的に導こうとする風潮の強い昨今、物事の二面性に気づく能力、また、学校のテストにみられる○×式の解答方法では能力を判定できない多角的思考力あるいは複眼的視野の広さを育成するには、下水処理の多面性、複雑さ、理科系のあらゆる分野の技術を結集している総合性等を理解させることが大いに役立つであろう。学校教育においては、物理、化学、生物等の学科はそれぞれ別個に教育されており、その応用面もそれぞれの学科に特有の分野が例示されることが多いかと思うが、下水処理の分野は、すべての技術分野の寄せ集めでありながら、その総合化が図られており、しかも日常生活に密着したものであるので、物事を総合的に科学する目を養うには格好の教材であろう。

３．次世代への継承

　快適で便利な生活を営むためには、膨大な費用を投じて施設を建設し、それを維持していくために多くの人びとが日夜働いていることを理解し納得したうえで、文化的生活を享受してほしいということである。そして、先人の努力によって築かれた下水道システムを護っていくためには、その時代・時代に応じた要請を受けて、必要な改良・更新を行っていかねばならず、それを実施するためには種々の分野の多くの人材を必要としていることを、これらの新しい世代に語り継いでいく必要がある。

キャッチフレーズ

　下水道は社会的かつシステマティックな施設である／　下水処理は自然の浄化作用を応用している／　下水道はゴミ捨て場ではない／　下水処理は汚泥を安全に処分してはじめてその役割を全うする／　常識を乗り越える柔軟な思考力で下水道を見直す
目次へ
バングラデシュ便り　No. 24
縫製工場の火災
本会運営委員　高橋　邦夫
　バングラデシュの憲法第20条には次の条項が記されているらしい。

(1)労働は権利であり義務である、それは働ける全ての市民の栄誉であり、能力に応じた働きによる報酬を保証する。(2)人々は不労所得には満足せず、知的労働、肉体労働を問わず人間の創造力を発揮する場を欲するがゆえに国家はそのような創造的な場を提供しなければならない。

　2006年発効した労働憲章には特に火災など労働安全に関する62項目からなる規定が示された。1．少なくとも全ての階に通じる非常時階段を一つは設けなければならない。2．労働時間内において避難出口は開放されていなければならない。3．火災時の防災警報システムと作動（スプリンクラーの設置と作動を含む）、赤文字で記された出口や窓は労働者に認知されたものでなければならない。4．地上階には火災時の避難に充てる別途10人以上の訓練を受けた労働者を配置しなければならない。5．50人以上の雇用者を持つ工場では少なくとも年一回の避難訓練を義務付ける。

　火事は2012年11月24日夜起こった。Tazreen Fashions Ltdという8階建ての工場火災である。当夜工場では1150人が働いていたという。出火原因は明らかにされていないが、その後の経過から上記した2-5に抵触するものであった。さらに警報が作動したにも拘わらず、監督員は、これは誤作動であり作業場へ戻れといった指示や出口には厳重な鍵がかけられていたという事実がある。その監督員らはいち早く逃走した。火事は瞬時の煙の蔓延と夜中の無灯火もあり労働者はパニックに陥った。当初煙の影響のなかった非常時階段からの脱出は多くの労働者を救ったらしい。その後8階まで占める作業場から労働者は開いた窓や開口から逃避するしかなかった。けがをしながらも助かった労働者は、なすすべもなく押されるがまま、それら開口から飛び降りるしかなかった。幸い下階の屋根に折り重なるようにバウンドして助かったという証言が多い。消防車が到着し消火が始まったころには残された人々は黒こげになっていた。その数は112人と言われるが行方不明の人々の所在は誰も言及しない。

RMG（Ready-made Garment）はこの国は主産業である。約1.6兆円（US$20Billion）の外貨を生み出す。ほぼ同額の海外出稼ぎ労働送金とともに外貨獲得の希少手段である。そして毎年約US$40Billionの海外援助助成金を併せることでこの国の経済は成り立っているのである。
縫製工場の労働者の暴動はここ数年来頻発している。余りの低賃金に対するベースアップや、数か月にわたる賃金の未払いなどへの切実な要請である。政府は2010年最低賃金3000BDT／月を勧告したが何とその背景には平均賃金が1662BDT／月であったという嘘のような事実があった。労働の実態に関して他国人がとやかく言えたことではないが、少なくとも“女工哀史”や筑豊の“追われゆく抗夫たち”を知る者にとって無関心ではいられない。また2005年4月には本来4階建ての工場を無理やり8階建てに建て増しし、建物自体が崩壊し64人の犠牲者を出したSpectrum Sweatersの悲惨な事故を体験している。また今回の火災に至るまで総数315人の犠牲者を出していることも報道されている。

　火災を起こしたTazreen Fashions Ltdは、BGMEA（Bangladesh Garment Manufacturers and　Exporters Association）のメンバーである。4497社が加盟しているとのことである。またこの国にはWRAP（Worldwide Responsible Accredited Production）という団体もあり縫製工場の168社が加盟している。ちなみにこれら工場は上記憲章を遵守し利益を得ているのである。さらにその他の2858社はBGMEAにすら加盟していないという実態にある。

　流石に政府もその後、この刑事事件を無視できなったのか、クイーンと呼ばれる首相シェイク・ハシナが自己資金から犠牲者につき20万BDTの見舞金を供出するという声明を出した。これに同調したのか政府の労働省や産業省がそれぞれ10万BDTを、BGMEAや関連銀行数行が10万BDT、合計80万BDTの補償金を約束した。12月10日が世界人権日であることや続く16日が独立戦勝記念日であることなどにも配慮した措置であろう。勿論これら声明は、特定された犠牲者に対してのものであり、行方不明の犠牲者や、焼け焦げて特定できない犠牲者、さらに多くの重傷軽傷を問わない被害者に対する補償は明確ではない。補償の名簿に記されていないベテラン労働者もいるのである。そして驚くなかれ、火災を起こしたTazreen Fashions Ltdの経営者の名前はどこにも出てこないのである。

　Humesaはこの工場で4年間働いている。夫は死去し、マイメイシンに子供3人を残して働いている。その間全く休みをとらず4000BDT／月程度の稼ぎの内、3000BDTを残してきた子供たちに送金している。その一人は生まれてきたとき左手に4本の指が無かった。Humesaの夢はこの不憫な子供も含めて教育の機会を与え、彼らの良い暮らしを願うことである。月500BDTの小さな部屋を借りて住み、ほんの僅かな残り金で食うだけの暮らしを続けているのである。火災時Humesaは3階から飛び降り体中にけがを負った。薬を買う金もないのである。その彼女の不安は、もし働けなくなったら子供たちに送金できなくなるという唯一事である。

　主たる輸入国の一つであるカナダのとある協会は、Tazreen Fashions Ltdグループの製品のボイコットを声明した。しかしながら識者は言う。それは最低の賃金労働者の雇用機会すら奪うことであると。また、とある新聞にこの火災は労働者のサボタージュに起因するという嘘のような記事が飛び出した。労働者には何一つ選択の余地が無いのである。

多くの批判や非難は勿論、政府筋、BGMEAに向けられている。それら経営側首脳の返答は、遺憾であり設備の刷新であり改善である。そして彼らはこう付け加えるのである。誰がそれをするのか？である。稚拙な居直りである。今回の補償金で十分スプリンクラーなどは設置できるのである。

その後、12月20日の新聞には、政府が管理する会計の内、ワイロ、使途不明金、脱税などの総額は年当たりUS$2Billion相当であると報道された。GFI（Global Financial Integrity）のレポートである。

目次へ
運営委員会から・海外短信
· 運営委員会からのお知らせは特にありません。少し先ですが、総会ご出席をよろしくお願いします。
· 現在機関誌「下水文化研究」を編集中です。総会議案書といっしょにお届けするつもりです。

· 本会バングラデシュ事務所が、オーストラリア・ハイコミッション（英国連邦間の大使館をこう呼ぶそうです）に申請していたプロジェクトが採択されました。こちらもクルナ市のスラム衛生改善ですが、スラムの条件は、それぞれに違いますので、いくつかを経験することは推奨されるべきと思います。今回のスラムは、英国統治時代の建物が残る小さなスラムで、もう工事を始めています。
編集後記
Azadさんからの投稿は、われわれでもなかなか気づかない現地での苦労がつづられています。技術協力で必要なのは、経済性や技術だけではなく、こうした人とのつながりをベースにして、必要性をわかってもらうことがいちばんたいせつなのだと改めて思います(前回にもお知らせしましたが、本会のブログも試行的に始めています（下記URL）。気軽に意見交換などできますので、ふくりゅうの記事へのコメントなどもお寄せいただければ幸いです。多少の訪問者はいらっしゃるのに、コメントを頂けないのは寂しい限りです。
　　　　　　　　　　　　　　（酒井　彰）
目次へ
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